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Ⅰ 独立行政法人林木育種センターの概要

１ 業務内容

（１）目 的

独立行政法人林木育種センターは、林木の育種事業及びこれにより生産された種苗

の配布等を行うことにより、林木について優良な種苗の確保を図ることを目的とする。

（独立行政法人林木育種センター法第３条）

（２）業務の範囲

①林木の育種事業及びこれにより生産された種苗の配布を行うこと。

②前号の業務に関する調査及び研究、講習並びに指導を行うこと。

③前２号の業務に附帯する業務を行うこと。

（独立行政法人林木育種センター法第１０条）

２ 事務所の所在地

本 所

〒319-1301 茨城県日立市十王町伊師３８０９番地１
電 話 番 号 0294-39-7000（代表）

北海道育種場

〒069-0836 北海道江別市文京台緑町５６１番地１
電 話 番 号 011-386-5087(代表)

東北育種場

〒020-0173 岩手県岩手郡滝沢村字大崎９５番
電 話 番 号 019-688-4518（代表）

関西育種場

〒709-4335 岡山県勝田郡勝央町植月中１０４３番地
電 話 番 号 0868-38-5138（代表）

九州育種場

〒861-1102 熊本県合志市須屋２３２０番５
電 話 番 号 096-242-3151（代表）
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３ 資本金の状況

独立行政法人林木育種センターの資本金は、平成１７年度末で1,909,228千円となっ

ています。

資本金の内訳
（単位：千円）

平成１７年度期首 平成１７年度中の増減 平成１７年度末

政府出資金 1,909,228 0 1,909,228

４ 役員の状況

定数：４人（理事長１、理事１、監事２）

「センターに、役員として、その長である理事長及び監事二人を置く。センターに、

役員として、理事一人を置くことができる。」

（独立行政法人林木育種センター法第７条）

役員の氏名及び任期
（平成１８年３月３１日現在）

役 職 氏 名 任 期

理 事 長 田野岡 章 平成１７年４月１日
たのおかあきら

～平成２１年３月３１日

理 事 田所 雅之 平成１７年４月１日
たどころまさゆき

～平成１９年３月３１日

監 事 森 徳典 平成１７年４月１日
もり と く の り

(非常勤) ～平成１９年３月３１日

監 事 渡邊 恒 平成１７年４月１日
わたなべひさし

(非常勤) ～平成１９年３月３１日
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５ 職員の状況

平成１７年度末（平成１８年３月３１日現在）の常勤職員数は、１４６．５人（再任

用職員（週２０時間勤務で、１人当たり０．５人と換算）０．５人を含む。）となって

います。

６ 設立の根拠となる法律名

独立行政法人林木育種センター法（平成１１年法律第１８９号）

７ 主務大臣

農林水産大臣

８ 沿 革

昭和３２年 林野庁の施設等機関として、中央林木育種場、北海道林木育種場及び九

州林木育種場を設置。

昭和３３年 同じく東北林木育種場及び関西林木育種場を設置。

昭和３４年 中央林木育種場を関東林木育種場に改称。

昭和５３年 国有林野事業特別会計から一般会計へ一部移替。

平成 ３年 各林木育種場を再編整備し、北海道、東北、関西、九州の各育種場を内

部組織とする林木育種センターを設置。

平成 ５年 一般会計への移替を終了。

平成 ７年 林木育種センター本所を水戸市から十王町（現：日立市十王町）へ移転。

平成１３年 中央省庁等の改革に伴い、独立行政法人林木育種センターへ移行。
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Ⅱ 業務の実施状況

中期目標を達成するため、中期計画及び平成１７年度計画に沿って、項目ごとに以下

の業務を実施しました。

第１ 業務運営の効率化に関する目標を達成するためとるべき措置

１ 業務の効率化

この項目では、運営費交付金を充当して行う事業について、中期目標の期間（平成

１３～１７年度。以下同じ。）中、人件費を除き、毎年度平均で少なくとも前年度比

１％の経費節減を行うとともに、会計業務等の事務処理の迅速化・簡素化や庶務的業

務を中心とした事務処理方法の改善に努めます。

運営費交付金を充当して行う事業については、本所における予算の一元的な執行管理

等により、業務運営全般にわたって効率的な執行に努めました。その結果、人件費を除

く業務費及び一般管理費の合計の平成１７年度実行額は６８０，２８１千円で、平成１

６年度の実行額７１１，７５０千円に比べて４．４％の減となりました。

また、業務全般に係る事務処理方法等の改善については、職員からの改善提案制度に

より、提案のあった２０件のうち５件を採択し、直ちに実行しました。

２ 業務対象の重点化

この項目では、森林・林業を巡る諸課題や林木遺伝資源の利用上の重要性、確保・

保全の必要性及び海外からの協力要請を踏まえて、中期計画の第１の２に重点的に取

り組む業務を明示し、これらの業務を進めます。

国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上を効率的かつ効果的に推進す

るため、林木の新品種の開発、林木遺伝資源の収集・保存及び海外に対する林木育種技

術協力について、中期計画において重点化した業務を対象に平成１７年度計画において

も重点化して年度計画を策定し、これに基づいて着実な業務の実施に取り組みました。

また、平成１６年度から、社会的ニーズの高まりや都道府県等からの要請、中期計画

を実行する中で得られた成果を早急に発展、普及させる必要性等を踏まえて選定・実施

することとした「重点課題」については、平成１７年度は、新たに２課題を選定し、平

成１６年度からの継続課題と合わせて４課題を実施しました。

（１）新規重点課題

①無花粉スギの探索及び優良品種との人工交配による新品種の開発等

②ＣＯ２吸収・固定に優れた品種の開発のための容積密度の効率的な計測・評価手法
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の開発

（２）継続課題

①マツノザイセンチュウ抵抗性品種のクローン増殖技術の開発及び育種の推進

②アカシア属の種間交雑種創出のための基礎的技術の確立

３ 関係機関との連携

この項目では、林木育種の推進に当たって、育種素材の収集等については国有林野

事業や都道府県等との連携の下に効果的な実施を図るとともに、技術開発については

大学や他の独立行政法人等との連携を図ります。

国有林野事業や都道府県等と連携を図り、新品種を開発するための育種素材の収集、

検定林や試験地の設定・調査等を進めるとともに、他省庁、市町村等や林木遺伝資源の

所有者の協力も得ながら、林木遺伝資源の収集・保存等を進めました。

また、大学や都道府県の試験研究機関、他の独立行政法人、森林管理局と共同あるい

は連携して、林木育種技術の開発のための各種調査や研究を進めました。その結果、平

成１７年度から新たに５課題について共同研究等を開始し、平成１７年度の実施件数は、

継続課題と合わせて１７課題（平成１６年度２５課題）となりました。

このうち、大学、県と共同で抵抗性マツの実生苗を若齢の段階で断幹や枝の剪定に

より発生させた萌芽枝をさし木することにより、発根率を大幅に向上させる技術を開発

し、平成１８年３月に特許出願申請を行いました。

第２ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成する

ためとるべき措置

１ 林木の育種事業

（１）林木の新品種の開発

この項目では、林業生産性の向上に資する成長や材質等の優れた品種、花粉症対策

に有効な花粉やアレルゲンの少ない品種、マツノザイセンチュウやスギカミキリ等の

虫害抵抗性品種等の開発を進め、中期目標の期間中に２５０品種を目標として新品種

の開発を行います。

また、既開発の精英樹等第一世代品種よりも一段と優れた形質を持つ第二世代品種

を開発するための精英樹同士の人工交雑、検定林の造成、特性評価等を進めます。

平成１７年度は、成長等の優れたスギ品種５品種、成長等の優れたヒノキ品種１

６品種、成長の優れたトドマツ品種８品種、成長・材質の優れたスギ品種４品種、
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材質の優れたスギ品種７品種、アレルゲンの少ないスギ品種１品種、、アカマツのマ

ツノザイセンチュウ抵抗性品種６品種、クロマツのマツノザイセンチュウ抵抗性品種

２品種、スギカミキリ抵抗性品種１０品種、木ロウ生産に適したハゼノキ品種２品

種、環境緑化用スギ品種１品種、環境緑化用トドマツ品種１品種の計６３品種を新

たに開発するなど、以下の業務を実施しました。

ア 林業生産性の向上等に資する成長や材質等の優れた品種の開発

(ア) 成長や材質等の優れた品種を開発するため、スギ、ヒノキ等の検定林５７箇所に

ついて成長等の諸特性の調査を進めました。このうち、関東育種基本区のヒノキに

ついて２０年次の調査結果による諸特性の評価を進め、成長等の優れたヒノキ品種

を１６品種開発するとともに、北海道育種基本区のトトマツについて１５年次の

成長特性の評価を進め、成長の優れたトドマツ品種を８品種開発した。また、九

州育種基本区のスギについて２０年次の調査結果による諸特性の評価を進め、成

長の優れたスギ品種を５品種、成長・材質の優れた品種を４品種及び材質の優れ

た品種を７品種開発しました。

また、保存園内カラマツ精英樹計１７１系統の間伐木を用いて、容積密度及び

繊維傾斜度の材質特性の調査を進めるとともに、カラマツ精英樹１１０クローン

については容積密度を立木の状態で計測する方法で、材質特性の調査を進めました。

(イ) 精英樹等の第二世代品種の開発を目的として、スギ及びヒノキ等の精英樹を用

いて、成長、材質、通直性等を改良の対象とする１３２組合せの人工交雑を進め

るとともに、グイマツ雑種育成のための１組合せの人工交雑を実施し、スギ等の

検定林７箇所の造成や既存の検定林の調査等を行いました。

(ウ) 広葉樹の用材生産用の優良品種を開発するため、ケヤキ、ウダイカンバの既選

抜優良形質候補木２５個体から採穂を行いクローンの確保を進めるとともに、優

良形質候補木のつぎ木増殖を終了した４５クローンを育種素材保存園へ定植しま

した。

また、クリについては、既選抜優良形質候補木１個体から採穂を行いクローン

の確保を進めるとともに、優良形質候補木のつぎ木増殖を終了した４クローンを

育種素材保存園へ定植しました。

(エ) ロウを利用するハゼノキの優良品種を開発するため、優良形質候補木のクロー

ンを用いて特性評価を進めた結果、果実の収穫量が多く、かつ、年度ごとの豊凶

差が少ないうえに含ロウ率も高く、また、ロウの品質も優れている木ロウ生産に

適したハゼノキ新品種を２品種開発しました。

(オ) ヒノキの耐やせ地性品種を開発するため、６箇所の検定林における１５年次の

成長調査の結果を解析して、耐やせ地性候補木の４８クローンを評価しました。

また、ヒノキ耐やせ地性候補木のクローン苗木に、ヒノキ樹脂胴枯れ病菌の人工

接種を行い検定を進めました。



- 7 -

イ 花粉症対策に有効な品種の開発

花粉中のアレルゲンの少ないスギの品種を開発するため、花粉の少ないスギ５７

品種を含む花粉生産量の比較的少ない１４６クローンを対象に、４年間にわたり各

クローンの花粉中のアレルゲンCry j 1とCry j 2の含有量を調査した結果に基づき、

花粉の生産量が少なく、かつ花粉中のアレルゲンの総量（Cry j 1とCry j 2の含有

量の和）も少ないアレルゲンの少ないスギ品種１品種を開発しました。

ウ 抵抗性品種等の開発

(ア) マツノザイセンチュウ抵抗性品種を開発するため、前年度に実施した二次検定の

結果に基づいて、アカマツについては東北育種基本区の２クローン及び関東育種

基本区の４クローンの計６クローンを、クロマツについては東北育種基本区の２

クローンをマツノザイセンチュウ抵抗性品種として開発しました。また、東北育

種基本区のアカマツ１１クローン及びクロマツ１０クローン、関東育種基本区の

アカマツ４クローン及びクロマツ１クローン並びに関西育種基本区のアカマツ３

４クローン及びクロマツ３４クローンの抵抗性候補木について二次検定を進めま

した。

(イ) スギのスギカミキリ抵抗性品種を開発するため、東北育種基本区のスギのスギ

カミキリ抵抗性候補木２０クローンについて、スギカミキリの人工接種による抵

抗性検定を進めるとともに、平成１３～１６年度に抵抗性検定を実施した候補木

１１８クローンの検定結果を解析して、スギカミキリ抵抗性品種を１０品種開発

しました。

(ウ) スギ等の環境緑化用品種を開発するため、「屋久翁」を母樹に、針葉が黄色をお

びる「黄金スギ」、「雪冠スギ」及び「日田ゴールド」を花粉親とした交配家系に

ついて、樹高、針葉形態、針葉密度、針葉色等の諸特性の評価を行った結果、「日

田ゴールド」を花粉親とした家系は、形態的には針葉密度が高く、幼齢時の成長

が極めて緩慢な「屋久翁」の特徴を示し、かつ、新葉の先端部がいわゆる黄金色

を呈する「日田ゴールド」の特徴を併せ持った優れた特性を有することを確認し、

環境緑化用の新品種として１品種を開発しました。

また、トドマツについては、実生苗の育苗段階で見出したヨレ状の針葉を呈す

るトドマツ３個体をつぎ木増殖し、針葉がよじれるという特性が安定的に発現す

ることを確認し、その３クローンの中から、幼齢時の成長が緩慢で、かつ、樹姿

が良好なクローンを選抜し、環境緑化用の新品種として１品種を開発しました。
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（２）林木遺伝資源の収集・保存

この項目では、国内の貴重な林木遺伝資源の滅失の防止や多様な育種ニーズに対応

した新品種の開発の推進を図るため、中期目標の期間中に、絶滅に瀕している樹種や

育種素材として利用価値の高い樹種等の林木遺伝資源について、概ね７，０００点を

探索・収集するとともに、増殖・保存、特性評価、情報管理及び配布を進めます。

また、森林の減少・劣化が進んでいる熱帯・亜熱帯地域等における林木育種技術協

力のために必要な海外の林木遺伝資源について、中期目標の期間中に１００点を目標

として探索・収集します。

ア 国内の林木遺伝資源

(ア) 林木遺伝資源の探索・収集

国内の林木遺伝資源については、①絶滅に瀕している種（ヤクタネゴヨウ、トガ

サワラ、キタカミヒョウタンボク等）、南西諸島の自生種（タイワンオガタマノキ

等）、小笠原諸島の自生種（シマホルトノキ等）、国指定天然記念物等の巨樹・銘

木（スギ、ケヤキ等）及び房総丘陵等にあり林分が衰退し収集の緊急性の高い種

（ゴヨウマツ、カラマツ）について、成体（穂木）や種子で１５５点、②育種素材

として利用価値の高いもの（スギ、イチイ、カヤ等）について、成体（穂木）で４

５４点、種子や花粉で８００点、③その他森林を構成する多様な樹種（チシマザク

ラ、アブラチャン等）について、種子を主体に１２４点の計１，５３３点を探索・

収集しました。

また、林木遺伝資源の収集・保存をより効率的に行うとともに、林木育種センタ

ーが持つ林木の増殖、保存技術を広く一般にも利用していただくため、機関や個人

が所有している巨樹・銘木等で、高齢等により衰弱し緊急に後継樹の増殖を必要と

する樹木について、所有者の要請に応じて後継クローンを増殖し里帰りさせる「林

木遺伝子銀行１１０番」については、２５件の増殖要請を受諾しました。

平成１７年度は、増殖が完了したもの１２件について後継樹を里帰りさせるとと

もに、それらのクローンを林木遺伝資源として保存しました。

(イ) 林木遺伝資源の増殖・保存

探索・収集した林木遺伝資源については、樹種ごとの増殖特性等を踏まえて最適

な方法を選択し、①さし木増殖３３９点（スギ、イチイ、ヒバ、イスノキ等）、②

つぎ木増殖３２８点（カヤ、ゴヨウマツ、ヤツガタケトウヒ、ケヤキ、ブナ、ミズ

ナラ、ウダイカンバ等）及び③播種増殖１３点（ヤブヒョウタンボク等）を進めま

した。

また、これまでにさし木やつぎ木等により増殖し育苗してきた成体（苗木）４１

２点について、気象条件等を勘案して、保存園に植栽し保存するとともに、探索・

収集した種子や花粉（成体として保存するため播種する種子は除く。）９４１点に

ついて、貯蔵施設において適切な温度管理の下で集中保存しました。

(ウ) 林木遺伝資源の特性評価
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鬼の目山スギ（天然スギ）について、特性評価要領に基づき、形態的特徴等を中

心に特性評価を行い特性表を作成しました。

特性評価の基となる特性調査については、成体保存している林木遺伝資源のうち、

カラマツ、ハリモミ等４，１１０点について、形態的特徴等の特性調査を進めまし

た。

また、平成１７年度に収集した種子５３４点及び花粉４０７点について、発芽率

等の調査を進めました。

(エ) 林木遺伝資源の情報管理

新たに保存を行った林木遺伝資源１，３５３点について、来歴情報や保存情報を

登録するとともに、特性評価を行った林木遺伝資源３５６点についての特性情報を

整理・追加し、それぞれのデータベースを更新しました。

また、これらの林木遺伝資源の保存情報や特性情報等については、ホームページ

により情報提供を行いました。

さらに、林木遺伝資源の利用の利便性をより向上させるために作成し、ホームペ

ージに掲載している林木遺伝資源配布目録を更新しました。

(オ) 林木遺伝資源の配布

試験研究を目的とした配布要請に対して、「林木遺伝資源の配布予約制度」によ

り平成１６年度に予約を受けた２件を含めて、３８件、８８１点について配布を行

いました。なお、配布に当たっては、配布要望内容等についての申請者との事前調

整、申請書を受理した後の遅滞のない事務処理等を行うことにより、迅速な対応に

努め、配布決定までの期間の短縮を図りました。

また、平成１７年１２月に、会員相互の連携を図り、林木遺伝資源に関する意見

の交換、技術の研鑽等を行い、我が国における林木遺伝資源の確保、保全及び特性

評価の推進に寄与することを目的とした、林木遺伝資源連絡会を設立し、活動を開

始しました。

イ 海外の林木遺伝資源

海外に対する林木育種技術協力のために必要な海外の林木遺伝資源について、タイ

から、産地・系統の明らかなメルクシマツ（Pinus merkusii）２０点を探索・収集し

ました。

２ 種苗の生産及び配布

この項目では、都道府県等における採種（穂）園の改良等の推進や適切な種苗の生

産・配布に資するため、特性表の充実・配布等による都道府県等への情報提供を行う

とともに、都道府県等からの要請に応じた新品種等の種苗（原種）の計画的な生産・

配布やアンケート調査を行います。

(１) 精英樹の成長、材質等の特性をまとめた「精英樹特性表」の充実を図るため、検
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定林６２箇所の調査を行い、これらの調査データとともに都道府県における検定林

の調査データをデータベースに入力して、調査データの集積を進めました。

また、東北育種基本区西部育種区のスギ精英樹及び関西育種基本区のスギ及び

ヒノキについて、検定林の調査結果に基づいた評価を行い、スギ２０年次の精英

樹特性表を作成し、公表しました。

また、北海道育種基本区のトドマツ精英樹、関東育種基本区のヒノキ精英樹及

び九州育種基本区のスギ精英樹について、成長や材質の優れた推奨品種特性表を

作成し、それぞれ育種基本区内の都道県等に対して提供を行いました。

(２) 新品種等の種苗（原種）の生産及び配布については、１２月末に都道府県に対し

て、翌年度以降５年間の種苗配布要望の照会を行うとともに、１森林管理局、２０

都道県から配布要望のあった４０８系統、７，３４７本の苗木や穂木を総て要望ど

おりに生産し配布しました。特に、雄性不稔スギ（無花粉スギ）の「爽春」（品種

登録出願中。）については、採穂園造成用等として都県から早期の配布要望が強か

ったことから、自動ミストの温室を使用するとともに、さし木床を加温する等発根

率の向上と成長の促進に努め、関東育種基本区内において、要望のあった６都県に

対して苗木及び穂木計２００本の配布を行いました。

(３) 平成１７年度に種苗を配布した１森林管理局及び２０都道県に対し、配布した種

苗の品質や梱包の状況、林木育種技術の講習・指導、情報提供等についてのアンケ

ート調査を実施しました。その結果、顧客満足度は５段階評価で平均４．７でした

が、さらにアンケート調査結果の分析等を進め、次年度以降の業務に反映させるこ

ととしました。

平成１６年度に実施したアンケート調査で、種苗の配布関係では、さし木苗の発

根不良なものが見られた等の指摘があったことから、苗木生産に当たっての品質管

理及び配布する際のチェックの強化等に一層努めました。また、講習・指導関係で

は、講習と実習でより理解できたと言う反面、もう少し基本的事項にも触れて欲し

いとの要望があったことから、採種園の基本的な管理技術である断幹・整枝剪定技

術及び次代検定林のデータ解析等についての実習を取り入れて実施しました。

また、平成１６年度の業務実績評価における「アンケートによる満足度は高い

が、今後とも広く情報収集を行い、ニーズの積極的な掘り起こしを行ってもらい

たい。」との指摘に対しては、品種開発や育種種苗の林業者等のニーズについて幅

広く把握するために、林木育種推進地区協議会や林木育種センター職員が出席す

る種苗需給調整会議、種苗生産者等が参加する講習会等の場において、情報収集

をしているところです。

さらに、都道府県が行う林業指導普及事業を通じて林業者等へ新品種のＰＲを

行うとともに、ニーズを直接把握することについても要請しました。
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３ 調査及び研究

（１）新品種の開発等のための林木育種技術の開発

この項目では、新品種等の開発に必要な系統間差異や遺伝様式等を解明するための

調査・研究及び検定・評価手法、育種年限の短縮に資する遺伝子組換え関連技術、効

率的な採種園の造成・管理技術等の林木育種技術を開発するための調査・研究を進め

ます。

ア 新品種の開発に必要な林木育種技術の開発

（ア） 精英樹等の第二世代品種の開発に必要な林木育種技術の開発

① 精英樹等の第二世代品種を効果的に開発するために必要な樹高と胸高直径の遺伝

様式を解明するため、関東育種基本区の２０年次までのスギ検定林及びカラマツの

３０年次までの検定林のデータを解析しました。関東育種基本区のスギについては、

樹高、胸高直径ともに母樹と花粉親の効果が認められ、母樹、花粉親の寄与率は

ほぼ同等と考えられました。また、狭義の遺伝率は、樹高では年次とともにやや

小さくなり、胸高直径は大きくなる傾向が見られました。カラマツについては、

遺伝率、遺伝相関係数を推定し、選抜年次による遺伝獲得量の変異を検討したと

ころ、遺伝獲得量は、１０～１５年次に最大値をとり、２０年次からほぼ横ばい

になる傾向が認められました。

これらによって、スギの樹高と胸高直径の遺伝様式、カラマツの選抜時期によ

る遺伝的獲得量の変異を解明しました。

② 精英樹の特性評価や選抜をより合理的に行うために必要な精英樹の利用目的別

の評価・分類手法等を開発するため、スギのさし木クローンで設定した検定林を

対象に成長パターンを中心とした解析を加えた結果、成長の早晩に品種ごとの特

徴があること、年輪構造の解析から早晩性に関するクローンの特徴が遺伝的支配

が強いことを示しました。

構造材利用、板材利用、集成材等の工業用原材料としての利用等木材のそれぞ

れの利用形態に適した品種を開発するため、これらと関連の深いヤング率、密度、

心材含水率、肥大成長量を総合してクローンを評価・選抜すると、指標の相互間

の負の相関関係によって選抜の効果が低くなる一方、それぞれの用途に関連した

指標に絞って精英樹クローンを評価・分類することによって、効率的に高い選抜

効果が得られることを明らかにしました。

これらを総合し、利用目的別の精英樹の評価・分類手法の開発を完了しました。

なお、この成果に基づき、九州育種基本区において平成１７年度に成長の優れ

たスギ品種、成長・材質の優れたスギ品種、材質の優れたスギ品種計１６品種を

開発しました。
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③ 精英樹の特性評価や選抜をより合理的に行うために必要な遺伝的な特性を総合的

に予測できる系統評価・分析システムを構築するため、これまでに作成した遺伝

的な特性を総合的に予測できるＢＬＰ法に基づいたコンピュータプログラムにつ

いての利用法等のマニュアルを作成し、公表しました。これは、系統評価の計算

の流れを説明するとともに、作成した各コンピュータプログラムの役割、その使

用方法を解説したもので、さらに本プログラムの使用例を合わせて公表しました。

このことを含めてこれまでの成果を総合し、系統評価・分析システムの構築を

完了しました。

（イ） 地球温暖化防止に資する品種の開発に必要な林木育種技術の開発

林野庁からの受託事業である熱帯産早生樹を対象にした炭素固定能力に関する調

査については、ファルカータの実生採種林１年生の調査データを解析した結果、

成長と形態形質のいずれにも家系間差を認め、その結果から、狭義の遺伝率は０．

０７前後であると推定できました。また、人工林地帯に設定した３２箇所の固定

プロットの３回の調査データを基に、暫定的な林分成長モデルを作成し、実際の

林分成長と比較的良く適合することを確かめました。

（ウ） 材質の優れた品種の開発に必要な林木育種技術の開発

材質評価に必要な木部の密度やヤング率の系統間の変異等を解明するため、ス

ギについては、関東育種基本区内のスギ検定林の精英樹４１クローン及び４家系

の密度及びヤング率等の測定データを分析しました。その結果、密度及びヤング

率には明らかなクローン間差及び家系間差が認められ、さらにヤング率と密度の

間に正の相関関係を認めました。

カラマツ等については、北海道育種基本区の検定林から供試材を採取してカラ

マツ１２クローン及びグイマツ×カラマツＦ１の１１家系の年輪幅と密度の測定デ

ータを分析しました。その結果、いずれの木材性質も変動係数はカラマツで６％、

グイマツ×カラマツＦ１で５％と小さい値でした。カラマツでは、年輪幅と密度の

間に有意な相関関係が認められませんでした。

（エ） 育成複層林施業に適した品種の開発に必要な林木育種技術の開発

① 育成複層林施業に適した耐陰性品種の開発に必要な樹下植栽時及び庇陰解除後の

成長特性の系統間の差異を解明するため、スギについては、関西育種基本区の耐

陰性候補クローン１９クローンで設定した樹下植栽試験地を調査するとともに、

これまでのデータを含めて分析しました。樹下植栽後２年目までの成長は良くあ

りませんでしたが、それ以降では向上し、しかもクローン間の差が大きく、最大

値と最小値の間に２倍以上の差が生じたことを明らかにしました。また、その差

は、統計的に有意でした。ヒノキについては、関西育種基本区の耐陰性候補系統

１２家系で設定した樹下植栽試験地を調査するとともに、これまでの調査データ

を含めて分析しました。樹下植栽による成長の低下や成長量の家系間差はスギほ
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ど顕著ではありませんでしたが、樹下植栽後２年目以降では、家系間差は統計的

に有意になったことを明らかにしました。

これらによって、樹下植栽時と庇陰解除後の成長についての系統間の差異を解

明しました。

② 育林コストの削減に有効な品種の開発に必要な下刈り処理の有無による初期成長

の系統間の差異を解明するため、平成１１年度に試験園内に定植したスギ精英樹

１５クローン及びヒノキ精英樹１０家系について、下刈り処理区及び下刈り無処

理区の相対照度並びに、樹高、根元直径及び樹冠幅を測定するとともに、調査結

果を分析しました。

スギ試験地においては、枯死率にクローン間差が認められませんでしたが、成

長量にはクローン間に有意差が認められました。また、クローンと下刈り処理の

交互作用は有意ではありませんでした。以上から、下刈りの省力化に資する優良

クローンの選抜は、初期成長の結果によって選抜できることが示唆されました。

また、下刈り区で成長の良いクローンは、無下刈り区でも成長が良い傾向が認め

られたことから、５年次における下刈り区の成長量に基づいて、クローンの選抜

が無下刈り区の成長の改良にどの程度の効果を与えるかを試算したところ、無下

刈り区からの直接選抜効果の６０％程度は期待できるとの試算結果を得ました。

ヒノキ試験地においては、５年次以降は成長量に家系間の有意差が認められ、

年次が進むにつれてスギと同様にその差が大きくなっていく傾向が認められまし

た。また、枯死率及び家系と下刈り処理の交互作用は有意ではありませんでした。

以上のように、初期成長の調査及び調査結果の分析を行うことにより、スギ及

びヒノキの下刈り処理の有無による初期成長特性の系統間の差異が明らかになり

ました。

（オ） 広葉樹や抽出成分等を利用する樹種の優良品種の開発に必要な林木育種技術の開

発

① 広葉樹の用材生産用の優良品種の開発に必要な基礎情報として、ケヤキの開花・

結実習性を把握するため、関東育種基本区内の５箇所における定点観測による開

花・結実状況のこれまでの観測結果に基づいて、ケヤキの開花・結実の年次変動

と気象条件との関係を分析したところ、前年６月上旬の平均気温が高いと翌年の

着花量が多い傾向にあることを見出しました。また、ケヤキの花粉の貯蔵試験に

ついては、短期保存の場合は花粉を乾燥後、４℃で３０日以上保存が可能である

こと、長期保存の場合は液体窒素中で２年以上保存が可能であることを明らかに

しました。

また、ケヤキの産地試験地において、３から７成長期まで調査した樹高等の成

長量データを当該試験地の地形を考慮して解析した結果、系統間差が認められま

した。また、産地間では、九州、四国・日本海岸、近畿瀬戸内と関東の間に成長

量の差が認められました。

③ 和紙の原料であるミツマタの倍数体の育成技術を開発するため、コルヒチン処
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理した四倍体の種子から育苗した個体の中から葉の外部形態の違いにより八倍体

候補個体を選び、これらの中から染色体観察により八倍体を選びました。次に、

選ばれた八倍体を母樹にして四倍体の花粉を受粉させて交配種子を採取し、その

実生個体の染色体を観察することによって六倍体を選びました。この交配実生苗

全体に占める六倍体の出現率は３．６％でした。

六倍体の確認ではフローサイトメトリー（生物の組織を薬品処理して構成細胞

をバラバラにした後、蛍光処理をする。処理した細胞を含む溶液を細い管に通し、

これにレーザー光線を当てることで染色体数やＤＮＡ量を測定する方法。）も有効

でした。

以上の手順により、ミツマタの六倍体や八倍体の倍数体の育成技術を開発しま

した。

（カ） 花粉症対策に有効な品種の開発に必要な林木育種技術の開発

① 花粉症対策に有効なアレルゲン含有量の少ないスギ品種を開発するために必要な

アレルゲン Cry j 2の含有量の系統間の差異を解明するため、これまでに開発した
Cry j 2定量法を用い、４箇所の採種園に共通して植栽されている１２クローンに

ついてCry j 1及びCry j 2の含有量を４年間にわたって毎年定量しました。その

データを分析し、環境、年次の差異を含めて遺伝率を推定した結果、Cry j 1は

０．１７、Cry j 2は０．２３でした。また、関東育種基本区のスギ精英樹９９ク

ローンのアレルゲンCry j 1含有量とCry j 2含有量を定量したデータを分析した

ところ、クローンによって大きく異なるとともに、両アレルゲンの間には有意な

正の相関が認められました。

これらを総合し、Cry j 1含有量とCry j 2含有量には大きなクローン間差が認

められること、両者がともに少ないクローンを選抜できる可能性があること等を

明らかにすることができました。また、この成果に基づいて、アレルゲンの少な

いスギ品種「天竜１７号」を開発しました。

② 花粉症対策に有効なヒノキ品種の開発に必要なヒノキの花粉生産性の系統間の差

異を解明するため、保存園内において、関東育種基本区のヒノキ精英樹３３４ク

ローンを対象に、これまでに進めてきた雄花着花性の調査データを総合的に分析

しました。その結果、雄花の着生量には、クローン間に統計的に有意な差が認め

られ、広義の遺伝率は自然着花量で０．２５６、強制着花量で０．３９７でした。

一方、自然着花量と強制着花量の間には有意な順位相関が認められました。ま

た、強制着花量は、自然着花量と比較して年次変動が小さく安定していたことか

ら、ジベレリン処理を行うことにより、短期間で信頼性の高い雄花着花性の評価

が可能であることが明らかになりました。このことは、強制着花によって短期間

かつ高精度でヒノキの雄花着花性を評価できることを示唆するものです。

③ 雄性不稔のスギ品種と成長・材質等の優れたスギ品種等との人工交雑に着手す

るとともに、他の雄性不稔のスギ個体等の探索を行い、さらに、雄性不稔のスギ品

種の組織培養法の開発及び花芽形成抑制遺伝子の探索に着手するための雄性不稔
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スギの人工交雑については、平成１６年度に開発した雄性不稔スギの「爽春」を

交配母樹とし、成長・材質等の優れたスギ品種等６０系統との人工交雑に着手し

ました。

雄性不稔スギの探索については、育種場を含む林木育種センターのスギの保存

園等において、雄花の着生したスギ個体総てを対象として調査を実施し、東北育

種基本区、関東育種基本区及び関西育種基本区で各１個体ずつ、雄性不稔と考え

られる個体を見出すことができました。

また、爽春の組織培養法の開発については、２０数年生の個体から当年枝を採

取し、寒天培地で培養し、腋芽の発生率、伸長量を測定しました。そのデータか

ら、初代培養培地・シュート伸長培地の培地組成、植物ホルモン組成を決定しま

した。寒天培地上では発根が難しかったため、炭酸ガスを用いる方法を適用した

ところ、発根に成功することができました。

さらに、花芽形成抑制遺伝子の探索については、様々な植物種で単離されてい

るMADS-box遺伝子の配列情報を基に、高度に保存されている領域にMADSプライマー

を設計し、スギの雄花で発現しているMADS-box遺伝子の単離を試みました。その結

果、新規のスギMADS-box遺伝子の一部と考えられるＤＮＡ断片の単離に成功しまし

た。

（キ） 抵抗性品種の開発に必要な林木育種技術の開発

① マツノザイセンチュウ抵抗性の遺伝様式を解明するため、同じ組み合わせの人

工交配家系に対して３年間にわたって接種検定を行った結果を解析し、生存率の

年次間変動が少ないことを明らかにしました。また、フルダイアレル交配（総当

たり交配とも呼ばれ、交配に用いる親は雌親と花粉親の両方に使用して総ての組

合せの交配を行うこととなり、３クローンのフルダイアレル交配では９通りの組

合せ（３×３）の人工交配となる。）の交配家系に対して接種検定を行ったデータ

から推定した抵抗性の遺伝率は０．５０と非常に高い値でした。同様に、同じ母

樹に、抵抗性の異なる個体を交配すると、花粉親の抵抗性に従って子供の抵抗性

が上下しました。このことは、クロマツのマツノザイセンチュウに対する抵抗性

の遺伝は、相加的遺伝分散の寄与が大きいことを示唆するものであり、人工交配

によって抵抗性遺伝子を集積させ、抵抗性をより高くできることを示唆するもの

でもあります。

低コストの抵抗性種苗供給システムを開発することを目的に、さし木試験を行

い、諸条件の検討及び種苗生産コストの評価を行いました。その結果、若齢木を

剪定し、そこから発生した萌芽枝をさし付ければ発根率が向上することを明らか

にし、この技術について特許出願しました。また、さし木発根性に影響する用土、

ホルモン処理やさし穂調整法についての調査を進めました。

② ヒノキ漏脂病抵抗性の検定技術の開発に必要な菌の接種による病害の系統間の差

異を解明するため、育種素材保存園に集植した抵抗性候補木を含む１２系統７２

個体のヒノキについて、原因菌として有力視されているシステラ菌（Cistella
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japonica）の接種試験を実施するとともに、これまでの接種試験において得られ

たデータを解析した結果、病状に系統間差を検出することができました。

③ ヒノキカワモグリガ抵抗性の検定技術の開発に必要な被害の系統間の差異を解明

するため、関西育種基本区の育種素材保存園内に集植されたスギ採穂台木３１９

クローン１，１８９個体について、ヒノキカワモグリガ幼虫の食害を、虫糞の有

無を基準にして４ヶ年間にわたって調査を行い、そのデータを総合して解析しま

した。その結果、食害率にクローン間の有意差を認めました。

④ スギ雪害抵抗性の評価手法の開発と遺伝様式の解明を行うため、平成１６年度ま

でに調査した１３箇所の雪害抵抗性検定林の調査データを解析しました。

その結果、根元曲がりの遺伝分散の大部分が、相加的遺伝分散によるものであるこ

とが明らかになりました。また、検定林ごとに推定した狭義の遺伝率は０から０．２

７であり、平均値は０．１１でした。なお、交配組み合わせによって異なりますが、

根元曲がりは花粉親に比べ雌親の影響が強い傾向にありました。

このように、雪害抵抗性検定林の調査データを解析し、雪害抵抗性の遺伝様式を解明

することができました。

（ク） 育種年限の短縮等を図るための林木育種技術の開発

① アカマツを対象にマツノザイセンチュウ抵抗性及び幼時の成長と連鎖したＤＮ

Ａマーカーを含む領域を検出するため、アカマツのマツノザイセンチュウ抵抗性

品種である熊山２５と佐賀関１３２の交配家系について、ＡＦＬＰマーカー（制

限酵素により切断した断片の長さの違いによる多型をマーカーにしたもので優性

マーカーの一つ。）５７８個、マイクロサテライトマーカー（２あるいは３塩基の

繰り返し配列の回数の違いによる多型をマーカーにしたもので共優性マーカーの

一つ。）１１個、ＳＮＰマーカー（遺伝子上の１塩基の配列の違いをマーカーにし

たもので共優性マーカーの一つ。）４個のＤＮＡマーカーを用いて作成した連鎖地

図を基にＱＴＬ解析を行い、熊山２５及び佐賀関１３２共にマツノザイセンチュ

ウ抵抗性と連鎖する領域をそれぞれ１箇所ずつ検出しました。同様に、幼時の成

長と連鎖する領域について熊山２５において２箇所検出しました。

② スギを対象にＤＮＡマーカーによる個体の識別手法を開発するため、スギ精英樹

４５０クローンからＤＮＡを抽出するとともに、これまでに抽出した材料について

ＤＮＡの分析を進めました。また、ＤＮＡデータの解析に着手しました。

（ケ） 遺伝子導入技術の開発

遺伝子組換えに必要な優良品種の不定胚の培養系を開発するため、スギの不定

胚の培養及び不定胚からの発芽個体の順化を行い、スギの不定胚の培養系を開発

しました。

また、遺伝子導入については、スギでアグロバクテリウム法により緑色蛍光タ

ンパク質（ＧＦＰ）遺伝子を導入した不定胚を発芽させ植物体を再生させるとと
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もに、導入遺伝子の発現を蛍光実体顕微鏡で確認し、スギの安定した遺伝子導入

技術を開発しました。

さらに、遺伝子組換え技術の実用化に必要な情報収集等については、アメリカ、

カナダにおいて遺伝子組換え研究及び組換え体の野外試験に関する情報を収集しま

した。

農林水産技術会議事務局からの受託事業である組換え林木の安全性評価手法の開

発に関する研究については、スギの花粉飛散距離を解明するため、黄金スギを花粉

源とする調査を前年度に引き続き行い、交雑に有効な距離は最大約５００ｍである

ことを明らかにしました。また、アレロパシー(他感作用ともいい、植物が離れて

生活している他種の生物に影響を与える現象。）を評価するための手法の検討のた

めに、作物で用いられている方法が有効であることを示しました。

イ 天然林を構成する有用樹種の遺伝的多様性を確保しつつ諸形質を改良するための

林木育種技術の開発

天然林におけるミズナラの遺伝的構造を解明するための調査・研究では、ミズナ

ラ天然林の遺伝的な構造について、北海道育種基本区のミズナラ９林分の林況調査

及びアイソザイム分析を行った結果、遺伝的パッチのサイズは１２～４４ｍである

と推定するとともに、林分の平均胸高直径が大きくなると遺伝的パッチサイズも大

きくなる傾向を認めました。また、葉緑体ＤＮＡの多型変異から、地理的に３つの

タイプに区分できることが明らかになり、特に、道北と道東に顕著な違いがみられ

ました。このことは、これら２地域では、造林用種子は採取地と同一の地域内で使

用する方が良いことを示唆するものです。

また、ミズナラ天然林の交配実態については、次世代の実生と共通の遺伝子を持

つミズナラ母樹を花粉親として、母樹と花粉親の位置から推定する方法と、花粉親

を特定することなしに母樹の実生群と母樹間の遺伝的多様度の違いから花粉飛散曲

線に当てはめて推定する方法の２つの方法を用いて平均花粉飛散距離を推定した結

果、１００～１５０ｍの値が得られました。

ウ 効率的な採種園の造成・管理技術の開発

ミニチュア採種園の造成・管理技術の開発に必要な花粉動態及び種子の自殖率を

解明するため、黄金スギを用いたモデルミニチュア採種園において調査を行いまし

た。その結果から推定した自殖率は１４％と高い値となりました。しかし、剪定に

よって一般採種園とそれほど遜色のない５％程度まで、自殖率が下がることがわか

りました。

また、同じ採種園において母樹別の後代に占める黄金スギ型苗の出現頻度を調査

し、花粉親と母樹との距離が６ｍ離れることで、母樹に対する花粉親としての交配

寄与率が無視できる程に小さくなる事を見いだしました。これは、狭い範囲に種類
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の異なった多くの採種園を造成できることを示唆するものです。

さらに、同様のモデル採種園で後代の遺伝子型をアイソザイム分析を用いて調査

しました。その結果、花粉親の雄花量が多いほど、花粉親としての交配寄与率が大

きくなることが明らかになりました。このことは、より均等な自然交配を実施する

には、クローン配置に雄花着生量を考慮しなければならないことを示唆するもので

す。

（２）林木遺伝資源の収集、分類・同定、保存及び特性評価技術の開発

この項目では、林木遺伝資源の収集・保存等に必要な林木遺伝資源の収集技術、分

類・同定技術、保存技術及び特性評価技術を開発するための調査・研究を進めます。

ア 林木遺伝資源の収集、分類・同定技術の開発

(ア) 虫媒花花粉の効率的な収集技術を開発するため、平成１５年度と１６年度に有機

溶剤のヘキサンを用いて収集し、乾燥させた後に、２℃又は－８０℃で保存したス

ダジイ、ウワミズザクラ、ガマズミ、ヤブデマリ、ハクウンボク及びニセアカシア

花粉の発芽試験を行いました。その結果、２℃で保存したガマズミ、ヤブデマリ、

ハクウンボク及びニセアカシアは、保存開始２４ヶ月後においても発芽力を保持し

ていました。また、－８０℃で保存したスダジイ、ウワミズザクラ、ヤブデマリ及

びニセアカシアは、保存開始１２ヶ月後においても発芽力を保持していました。平

成１５年度に有機溶剤で収集したコジイ花粉を用いて人工交配を行った結果、平成

１６年度の秋に健全種子が得られ、平成１７年度の実生の発芽・成長にも異常は認

められませんでした。

また、微細種子の精選技術を開発するため、アセビ及びドウダンツツジの種子を

篩と風選機を用いて精選を行いましたが、篩の方がうまく精選することができま
ふるい

した。

(イ) シイ属の種及び個体の識別手法を開発するための調査・研究では、２５林分１２

８家系６２９個体について、マイクロサテライト６遺伝子座の遺伝子型を分析しま

した。その結果、２１５個の対立遺伝子が観察され、６２９個体は６１０遺伝子型

に分類できました。この６１０遺伝子型の内、６０６遺伝子型に対応する個体は各

１個体（６０６個体）であることから、９６．３％の個体が識別でき、３遺伝子型

に対応する個体は各２個体（６個体）で同一家系の半兄弟、１遺伝子型に対応する

個体は１７個体で６遺伝子座総てにおいてＰＣＲによる増幅が行われなかったもの

でした。２５林分間の遺伝的分化を解析した結果、地理的な遺伝構造が観察され、

林分間の遺伝的分化は、スダジイとコジイの識別形質である葉の表皮組織構造の違

いを反映していました。

平成１６年度までの技術開発の推進と以上により、シイ属の形態的手法と生化学
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的手法を組み合わせた種及び個体の識別手法を明らかにしました。

イ 林木遺伝資源の生息域内保存技術の開発

(ア) 森林生物遺伝資源保存林における林木遺伝資源モニタリング手法を開発するため、

平成１６年度に引き続き、阿武隈高地３試験地内の個体の着果・種子散布等の調査

を進めました。モミ林のモミに関しては、平成１７年度には、豊作年と思われる平

成１４年度とほぼ同数の５３個体において着果が見られた一方で、広葉樹林のモミ

に関しては、着果個体が僅か７個体と、平成１６年度の３個体と同様に極めて少量

でした。また、アカマツ林のアカマツでは、全１６５個体中７１個体に着果が見ら

れましたが、これは、平成１５年度の１０１個体と平成１６年度の５８個体の中間

でした。

また、３試験地おける各対象樹種個体の胸高直径階別の頻度分布と、着果個体の

分布について分析しました。モミ林のモミにおけるサイズ構成は、二山型の頻度分

布を示し、着果個体の分布は、サイズの大きい個体に偏る傾向が見られました。一

方、広葉樹林のモミにおけるサイズ構成は、減衰型の頻度分布を示しましたが、モ

ミ林に比べ全体的に個体のサイズが小さいため、着果可能なサイズに達している個

体数が少ないことが示唆されました。また、アカマツ林のアカマツでは、一山型の

頻度分布を示しましたが、着果個体の分布は年次間で一様ではなく、着果のサイズ

依存性はモミよりも小さいことが示唆されました。その結果、樹種間での着果特性

の違い、あるいは同樹種でも林分間でのサイズ構成の違いが、各試験地の着果個体

数の推移の違いに影響を与えることが示唆されました。

これまでの成果をとりまとめ、「林木遺伝資源モニタリング調査実施マニュア

ル」を作成し、林木遺伝資源モニタリング手法を明らかにしました。

(イ) ブナ等の生息域内保存技術の開発に必要なブナ等の遺伝的構造を解明するため、

ブナについては天然林２箇所（八幡平市：伐採歴あり、栗原市：伐採歴なし）の調

査地において、アイソザイム遺伝子型を用いて遺伝的構造を分析した結果、八幡平

市の調査地と栗原市の調査地の間では、遺伝的多様性では大きな差は見られません

でしたが、遺伝子の空間分布では、八幡平市の調査地において、伐採後の保残木に

よる天然下種更新や伐根からの萠芽による更新の影響と考えられる遺伝子の集中分

布が認められました。

また、シラカンバについては、林木遺伝資源保存林内の成木及び林木遺伝資源保

存林内から採取した種子を播種して得られた実生のＤＮＡ分析を行い、ＤＮＡ遺伝

子型を用いて遺伝的構造を分析した結果、遺伝的多様性では成木集団と実生集団の

間に大きな差は見られず、成木集団の遺伝的多様度は実生にほぼ同じ大きさで伝わ

っていると考えられましたが、一部の対立遺伝子が実生集団では見られない場合が

ありました。

以上のことから、ブナ天然林及びシラカンバの林木遺伝資源保存林における遺伝

的構造を明らかにしました。
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ウ 林木遺伝資源の生息域外保存技術の開発

(ア) 南西諸島や小笠原諸島に自生する林木遺伝資源を生息域外保存するために必要な

増殖技術を開発するため、アワダン、シバニッケイ、シマミサオノキ及びホルトノ

キを対象にさし木試験を行ったところ、アワダン、シバニッケイ及びシマミサオノ

キで発根が見られ、特に、シマミサオノキは、６０％以上と高い発根率を示しまし

た。一方で、ホルトノキは、ほとんど発根が見られませんでした。これまでのさし

木試験ではほとんど発根が認められなかったタイワンオガタマノキを対象に、用土

にいくつかのオーキシン系植物ホルモンを注入し、高ＣＯ２濃度下でさし木を行っ

たところ、いくつかのホルモン処理区において発根が認められ、特に、ＭＣＰＢと

呼ばれるホルモンで発根率が高く、２０％のさし穂から発根が認められました。ま

た、１６種１７個体から採取した種子の播種試験を行ったところ、８種９個体で発

芽が認められました。

これまでの成果を取りまとめ、南西諸島自生種のさし木発根性２０樹種と実生増

殖３８樹種についての増殖技術の難易性を明らかにしました。

(イ) 絶滅危惧種であるヤクタネゴヨウの生息域外保存技術を開発するため、実験採種

園の採種木について着花特性の評価を行った結果、クローン間で開花期に違いがあ

り、また、雌花・雄花を着けるクローン、雌花のみ、雄花のみを着けるクローン等

があることを明らかにしました。これにより、開花特性を考慮した採種園の設計及

び改良が可能となりました。 人工交配によって得た種子について、球果当たりの

種子数、種子充実率等を調査した結果、人工交配種子は天然林における種子に比べ

て、質・量ともに格段に優れた健全なものであることが分かり、人工交配種子から

生息域外保存のための苗木の育成が可能となりました。

平成１７年度の成果と、平成１６年度までに実施又は開発したつぎ木によるクロ

ーン増殖、実験採種園の設計・設定、人工交配技術、花粉の冷蔵・冷凍保存技術に

より、ヤクタネゴヨウを生息域外保存するために必要な種子生産技術が開発できま

した。

エ 林木遺伝資源の特性評価技術の開発

(ア) 生息域外保存している林木遺伝資源の若齢期におけるケヤキ及びシイの一次特性

評価技術を開発するために必要な一次特性の評価基準を作成するため、これまで調

査を行ったケヤキの諸形質について、反復率の算出を行った結果、秋季の紅葉時の

葉色が最も高い値を示し、その他の形質では枝角度、主幹高／樹高、クローネ幅／

樹高、夏季の葉色で値が高く、一次特性の評価が可能な形質と考えられました。た

だし、主幹高／樹高は個体サイズとの相関が認められるため、個体サイズが異なる

場合には、その取り扱いに注意が必要であると考えられました。一方、枝の太さ及

びクローネ幅／胸高直径は反復率が低く、葉形は着葉位置などによって反復率が変

動するため、一次特性の評価に適さない形質であると考えられました。同様にシイ

では、一次特性を評価する形質として、枝角度、枝の太さ、幹曲がり、個葉の面積、
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葉身長／葉身幅、葉色が適していると考えられました。ただし、枝の太さと主幹高

は個体サイズと相関が認められました。

これらの成果を基に、ケヤキとシイについての一次特性の調査項目と評価基準を

定め、林木遺伝資源特性評価要領を改訂し、拡充しました。

(イ) 東日本のケヤキ林分間の遺伝変異の差異を解明するため、４林分についてアイソ

ザイム分析を行い、全体で１０林分のアイソザイム分析を終了しました。東日本の

ケヤキ全体の遺伝子多様度は、０．２６７～０．４０２の範囲であり、他の樹種の

報告に比べ高い値を示しました。また、集団の遺伝的分化の程度を示す指標である

遺伝子分化係数は０．０６４であり、全体の遺伝的変異のうち６．４％が林分間に

存在するという結果が得られました。形態については、林分別の平均胸高直径が１

９．１㎝から７２．１㎝まで大きく変動しており、これに伴い林齢も大きく異なる

ことが予想されました。また、枝下高比は、全体で０．４１であり林分別では０．

３から０．５の間でした。ケヤキは樹高の４割程度の位置に下枝があり、林分間の

変動はそれほど大きくないことが示唆されました。

以上により、東日本地域の林木遺伝資源保存林等の天然林に保存されているケヤ

キについて、遺伝変異の林分間差を解明することができました。

(ウ) 希少樹種の遺伝的多様性の評価技術を開発するため、ハナノキ９集団について、

新たに３つのＤＮＡマーカーによる分析を進め、これらの分析結果について解析し

た結果、９集団の遺伝子多様度は０．１７９～０．２３１の範囲であること、集団

間の遺伝的分化の程度を示す指標の遺伝子分化係数は０．１６０であり、全体の遺

伝的変異のうち１６％が集団間に存在すること、遺伝子多様度や遺伝距離を基に解

析した集団間の遺伝的分化には地理的な傾向が認められないことが明らかとなりま

した。

これまでの成果をとりまとめ、評価手法マニュアルを作成し、ハナノキ９集団の

評価結果とともにホームページ上に公開しました。

（３）海外協力のための林木育種技術の開発

この項目では、熱帯・亜熱帯地域等における林木育種技術協力のために必要な熱帯

産等早生樹種等のクローン化技術、若齢採種（穂）園の整枝・剪定技術等を開発する

ための調査・研究を進めます。

ア 林木育種技術の体系化

熱帯産等の早生樹種に共通する林木育種技術全般の体系化を図り、その成果をもと

に本論及び個別技術編３編（発芽試験編、クローン増殖編及び樹型誘導編）からな

る熱帯産等早生樹の育種マニュアルを作成しました。

本論は３つの章で構成され、Ⅰ．「林木育種の概要とその理論的背景」では、林木
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育種の理論的背景や育種の過程を解説しています。Ⅱ．「熱帯産等早生樹種の育種の

進め方」では、林木育種のそれぞれの過程の意義と相互の関連性、必要な試験の規

模や期間、種苗の普及に要する期間等について熱帯産早生樹の特性を踏まえて解説

しています。最後に、林木育種を実践する際の参考となるようⅢ．「熱帯産等早生樹

種の育種の実践例」を付記した。また、本文の一部に専門的な内容を囲み記事とし

て破線で囲んで挿入し、興味のある読者がさらに理解を深められる構成となってい

ます。

個別技術編は、熱帯産等早生樹の育種を進めるに当たり、特に、重要と考えられ

る３つの技術（発芽試験、クローン増殖及び樹型誘導）について、詳しく解説しま

した。実際に、それぞれの作業を行う上で参考になるよう写真や図を多用して理解

を深めるような構成としました。

イ 品種開発のための基礎的な林木育種技術の開発

(ア) アカシア属等について、つぎ木、さし木等の試験を行い、クローン化技術を開発

するため、試験データを補完する必要のある、つぎ木及びとり木について試験を行

いました。つぎ木試験の活着率は、アカシアマンギウムで５０％、アカシアアウ

リカリホルミスで６０％であり、安定的に活着率を向上させることが可能となり

ました。とり木試験では、異なる樹型に仕立てた共通の９系統を用いて行った結

果、自然型で７０％の発根率であったのに対し、採穂園に適した樹型（１．２ｍ

で断幹した樹型）では９８％となり、有意な発根率の向上が認められました。

今までの試験結果を評価・分析することにより、以下のことが明らかとなりま

した。①熱帯産等の早生樹種であるアカシアマンギウム、アカシアアウリカリホ

ルミス、ユーカリウロフィラ及びユーカリグランディスの４種について、３種類

のクローン増殖方法（さし木、つぎ木及びとり木）で試験を行った結果、成功率

は異なるものの総ての樹種及び総ての方法でクローン増殖に成功しました。特に、

アカシアマンギウムの野外でのつぎ木増殖は、過去に成功例の報告がないもので

あり、効率的なクローン化技術、手法の開発の観点から特許の申請を予定してい

ます。②また、樹種や方法によって、増殖適期に違いがあることがわかりました。

③さらに、総ての樹種及び総ての方法で、増殖の成功率は供試材料の産地や系統

間の差が大きいことも明らかとなりました。

開発されたクローン化技術については、熱帯産等早生樹の育種マニュアルの個

別技術編「クローン増殖」としてまとめました。

(イ) アカシア属等の若齢採種（穂）園の整枝・剪定技術を開発するため、平成１５

年度に剪定したアカシアマンギウム（A. mangium）の、採種木における枝の発達

状況の調査を行いました。剪定の強弱による樹冠幅の差は、剪定後１年で消失す

ること、剪定の強弱によらず樹冠幅に対する剪定の効果は、最低２年間は維持さ

れることが明らかとなりました。鉢植えのアカシアマンギウム（A. mangium）及

びアカシアアウリカリホルミス（A. auriculiformis）に、植物ホルモン３種類・
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各３濃度の処理を行った結果、樹種によって反応は異なるものの、両樹種共に枝

の伸長を抑制する作用を示す処理があることが明らかになりました。以上のこと

から、採種園の樹型の誘導や維持に、剪定や植物ホルモンが有効なことがわかり

ました。

今までの試験結果を評価・分析することにより、採種木の樹型誘導には、剪定

や植物ホルモンが有効なことがわかり、採穂木は、剪定を繰り返すことで発生す

る萌芽枝の枝径が細くなるとともに、萌芽枝の数が増え、さし木増殖に適したも

のになることが明らかになりました。

これらの結果を基に、開発された若齢採種（穂）園の整枝･剪定技術について、

熱帯産等早生樹の育種マニュアルの個別技術編「樹型誘導」としてまとめました。

(ウ) アカシア属等の種子の保存可能期間を解明するため、アカシア属等の１１樹種

２２系統の種子について、保存条件を変えた発芽試験を行い保存試験開始３年後

までの結果が得られました。開発途上国等でも可能な簡易な方法での貯蔵方法を

明らかにするため、温度設定は亜熱帯の常温条件及び家庭用冷蔵庫を想定した冷

蔵条件（温度設定５℃）としました。両条件において発芽率が低下しなかったも

のは、アカシア属、パラセリアンティス属等の１０系統、亜熱帯の常温条件での

み発芽率が低下したものは、ユーカリ属等の８系統、両条件とも発芽率が低下し

たものは、アカシアマンギウム、ユーカリサリグナ等の３系統でした。また、冷

蔵条件でのみ発芽率が低下したものはありませんでした。全体的に、アカシア属

は両条件とも発芽率が低下しなかった系統が多く、ユーカリ属は亜熱帯の常温条

件でのみ発芽率が低下した系統が多くありました。

以上のことから、アカシア属は常温でも３年程度の貯蔵が可能であること、ま

た、ユーカリ属等は、家庭用冷蔵庫でも種子の貯蔵に有効なことが示唆されまし

た。

これらの結果を基に、発芽試験の手順や注意点等について、熱帯産等早生樹の

育種マニュアルの個別技術編「発芽試験」としてまとめました。

４ 講習及び指導

この項目では、都道府県等における採種（穂）園の改良等を通じて新品種等の利用

が促進されるよう、採種（穂）園の改良技術等の林木育種技術についての指導や講習

会の開催を行います。

また、海外研修員に対する技術指導や専門家の派遣等を行います。

（１）都道府県等に対する林木育種技術の講習及び指導

新品種等の利用が促進されるよう、要請等に応じて、北海道、東北、関東、関西及

び九州の各育種基本区ごとに開催される林木育種推進地区協議会等において、採種

(穂)園の造成・改良や管理方法、抵抗性育種方法、苗木の生産方法等について技術指

導を行うとともに、都道府県等を対象に、林木育種技術に関する講習会の開催、現地
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指導、来所（場）者に対する個別指導等を実施しました。なお、講習、指導に関わる

要望や問題点等は、講習会終了時に行うアンケート調査結果等を基に的確な把握・分

析を行い、講習及び指導に反映し、計画的に実施しました。

（２）海外の林木育種に関する技術指導

研修員の受入れについては、海外２７ヵ国・地域から７４名及び国内からは海外派

遣予定者等９名を受け入れ、それぞれの目的等に応じたプログラムにより技術指導を

行いました。この他、西表熱帯林育種技術園等において、国内の大学、研究機関等か

らの研修員等を受け入れました。

また、海外への専門家派遣等については、長期専門家２名及び短期専門家７名の派

遣を行うとともに、林木育種プロジェクトの技術分野専門家への技術支援を行いまし

た。

５ 行政、学会等への協力

この項目では、国や都道府県等からの要請に応じて、各種委員会等へ林木育種の専

門家として参画するとともに、関連学会の活動への協力を行います。

林木育種の専門家として、森林管理局の技術開発委員会、都道府県の林業用種苗需給

調整協議会、独立行政法人国際協力機構の森林・林業プロジェクト国内委員会等に参画

しました。また、日本森林学会の評議員や機関誌の編集委員、日本花粉学会の評議員等

として、学会等の活動に参画・協力しました。

６ 成果の広報・普及の推進

この項目では、開発した新品種等の成果の普及を図るため、マスメディア等を通じ

た公表、ホームページや技術情報誌等への掲載、パンフレットの作成・配布等を進め

ます。

新品種の開発の成果について、プレスリリースや取材対応により新聞社等への情報提

供を行いました。具体的には、平成１７年度に開発したアカマツ及びクロマツのマツノ

ザイセンチュウ抵抗性品種計８品種及びスギカミキリ抵抗性品種１０品種について、プ

レスリリースを行うとともに、センターのホームページにその内容を掲載しました。ま

た、この他の新たに開発した品種については、定期的に発行しているセンターの広報誌

及び技術情報誌への掲載及びパンフレットの作成を行い、関係機関等に配布しました。

また、新品種等の利用者である森林所有者や林業関係者等が購読している団体の機関

誌へ開発した新品種に関する記事を投稿し、２誌に掲載されました（「緑化と苗木」、

「林経協月報」）。

さらに、都道府県における花粉の少ないスギ品種等の採種（穂）園の造成状況や育種

種苗の生産状況等についてアンケート調査を行い、結果を取りまとめて広報誌に掲載し、
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種苗生産者や林業経営者等へ直接郵送して情報提供しました。

平成１５年度に開始した巨樹・名木等の遺伝資源のクローン増殖サービスを行う「林

木遺伝子銀行１１０番」について、要請者へのクローン苗木の里帰り等に関するプレス

リリースを行いました。また、関係機関と連携して林木遺伝資源に関する情報や意見の

交換等を行う目的で平成１７年１２月に設立した「林木遺伝資源連絡会」について、設

立に関するプレスリリースを行うとともに、連絡会の活動状況等を広く普及するため、

メールマガジンの発行やホームページへの掲載を行いました。

マレーシア・サバ州森林開発公社（SAFODA）、国際林業研究機関（CIFOR）、インドネ

シア共和国林業省等との共同研究等に係る協力協定の締結について、プレスリリースを

行いました。

林木育種技術の開発の成果については、ホームページや技術情報誌、広報誌等により、

その普及に努めました。

第３ 予算（人件費の見積りを含む。）、収支計画及び資金計画

１ 外部資金の獲得

外部資金の獲得については、外部からの業務委託や新品種等の原種及び林木遺伝資源

の配布等の要請に積極的に応じるとともに、国等の機関が募集する研究課題に積極的に

応募すること等により外部資金の獲得に努めました。具体的には、①林野庁から１件、

農林水産技術会議事務局から１件、民間団体から１件及び九州大学等との共同研究にお

ける九州大学からの再委託１件の計４件の業務の受託、②都道府県や研究機関等からの

要請に基づく新品種等の原種や林木遺伝資源の配布等を行いました。また、「競争的資

金等拡大対策委員会」を適時に開催し、研究課題の掘り起こしや公募に関する情報の提

供等を行い、種々の競争的資金公募への応募に努めました。さらに、平成１５、１６年

度から継続して実施している４課題については、それぞれの課題の実施計画に沿って適

切に実行しました。
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２ 予 算 （単位：百万円）

区 別 予算額 決算額

収 入
運営費交付金 ２，０２４ ２，０２４
施設整備費補助金 １２５ １２４
受託収入 １３ １３
諸収入 １ １
災害補償互助会預託金収入 － ２
移転補償収入 ６ ５

計 ２，１６９ ２，１６９

支 出
人件費 １，２９８ １，２４７
業務経費 ３７２ ３９４
うち林木新品種開発経費 ３２３ ３３１
うち林木遺伝資源経費 ２９ ３３
うち海外技術協力経費 ２０ ３１

一般管理費 ３５４ ２８７
施設整備費 １２５ １２４
受託経費 １３ １３
移転補償費 ６ ５

計 ２，１６９ ２，０７０

注１：四捨五入の関係で計が一致しないところがある。

３ 収支計画 （単位：百万円）

区 別 計画額 実績額

費用の部 ２，０３０ １，９３９

経常費用 ２，０２４ １，９３５
人件費 １，２９８ １，２６４
業務経費 ３３１ ３４６
一般管理費 ３５４ ２７７
受託経費 １３ １３
減価償却費 ２８ ３５

財務費用 － －
臨時損失 ６ ５
移転補償費用 ６ ５

収益の部 ２，０２９ １，９４０

経常収益 ２，０２３ １，９３５
運営費交付金収益 １，９８２ １，８８６
受託収入 １３ １３
諸収入 １ １
資産見返運営費交付金戻入 ２４ ３１
資産見返物品受贈額戻入 ３ ３
資産見返寄附金戻入 ０ ０
物品受贈益 － １

臨時利益 ６ ５
移転補償収入 ６ ５
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純利益 －１ １
目的積立金取崩額 ０ ０
当期総利益 －１ １

（注）四捨五入の関係で計が一致しないところがある。

４ 資金計画 （単位：百万円）

区 別 計画額 実績額

資金支出 ２，１６９ ２，０７０
業務活動による支出 １，９９７ １，９０４
投資活動による支出 １７２ １６６
財務活動による支出 － －
翌年度への繰越金 － －

資金収入 ２，１６９ ２，１６９
業務活動による収入 ２，０３８ ２，０３８
運営費交付金による収入 ２，０２４ ２，０２４
受託収入 １３ １３
その他の収入 １ ２

投資活動による収入 １３１ １３１
施設整備費補助金による収入 １２５ １２４
その他の収入 ６ ７

財務活動による収入 － －

（注）四捨五入の関係で計が一致しないところがある。

第４ 短期借入金の限度額

平成１７年度は、短期借入金の借入を行いませんでした。

第５ その他農林水産省令で定める業務運営に関する事項

１ 施設及び設備に関する計画

林木の遺伝子組換え体栽培等施設を新築しました。

（単位：百万円）

施設の内容 予定額 実行額 財 源

林木の遺伝子組換え体 １２５ １２５ 施設整備費補助金

栽培等施設の新築
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２ 職員の人事に関する計画（人員及び人件費の効率化に関する目標を含む。）

職員の配置については、業務運営に沿った適切な配置に努めるとともに、平成１７年

度において１人の常勤職員数の削減を行いました。
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（参考）独立行政法人林木育種センターの組織図

理事長 監査室

企画総務部 企画調整課
理 事 総務課

会計課

監 事 育種部 育種課
(非常勤) 育種工学課

指導課

遺伝資源部 探索収集課
保存評価課
遺伝資源管理主幹

海外協力部 海外協力課
西表熱帯林育種技術園
海外育種研究主幹

北海道育種場 連絡調整課
育種課
遺伝資源管理課
育種技術専門役

東北育種場 連絡調整課
育種課
遺伝資源管理課
育種技術専門役

関西育種場 連絡調整課
育種課
遺伝資源管理課
育種技術専門役

九州育種場 連絡調整課
育種課
遺伝資源管理課
育種技術専門役




